	不動産業


　リーマンショック以降の経済的要因に加え、東日本大震災発生後は、資材や人材の不足による建築の遅延、消費者の心理的要因の各影響が重なり、不動産の売買、仲介、賃貸の各事業とも需要が伸び悩んだ。売買や仲介については、25年の夏頃から26年２月頃まで消費税増税前の駆け込み需要がみられ、増税前後の３月から５月にかけて一旦落ち込んだものの、６月以降、需要を再び戻している事業者も一部にみられた。賃貸については、住宅は大きな変化がみられないが、事業用物件は、中心部を除いて店舗や事務所等の新規開設や移転の意欲が乏しく、やや低調に推移している。
　業界の概要

不動産業は、「不動産取引業」と「不動産賃貸業･管理業」の２つに分類できる。さらに、「不動産取引業」は、土地及び建物の売買業（宅地、戸建、マンションの分譲や中古住宅の売買）、不動産の代理・仲介業（分譲販売の代理、売却や賃貸の仲介）に分類でき、「不動産賃貸・管理業」は、不動産賃貸業（ビルや店舗の賃貸）、貸家・貸間（マンションや戸建の賃貸）、不動産管理業（マンション･アパート、ビル、土地の管理）、駐車場業に分類できる。不動産業は、上記の幅広い事業が含まれる業界である。
不動産業界は、規制業界の一面を持つ。不動産は、経済に及ぼす影響が大きく、取引内容や取引関係において情報非対称の問題や投機対象化の懸念などがあるため、社会に及ぼす影響も小さくない。このため、消費者や事業者を保護する観点から、賃貸や一部の管理業を除く事業は、様々な法律の規制を受ける。例えば、「宅地建物取引業法」「マンションの管理の適正化の推進に関する法律」「不動産の表示に関する公正競争規約」「民法」「借地借家法」「消費者契約法」などの法律や規約に基づいて、誇大広告や広告開始時期の規制、物件や取引条件あるいは管理業務に関する重要事項を説明する義務、契約文書を配布する義務、居住環境の確保、適正な内容による契約などが規定されている。

様々な法律や規約の規制を受ける業種であるが、参入は比較的容易で、大手の総合不動産会社から個人事業者まで幅広い事業者が参入している。事業所の規模は比較的小さく、１事業所当りの平均従業者数は３～４人と、全産業に比べると約３分の１の規模である。
大阪の地位

24年２月１日現在の府内の事業所数は、34,617（対全国比10.1％）で、全事業所に占める割合は、不動産取引業者が17.3％、不動産賃貸業･管理業が82.7％と賃貸業･管理業が多く、事業内容では、貸家業,貸間業、貸家業,貸間業を除く不動産賃貸業、不動産代理業･仲介業の事業所数が多い（平成24年経済センサス）。
各年度末の宅地建物取引業者数（宅地または建物の売買、交換あるいは貸借の代理、媒介をする業者で、事務所の所在地によって大臣と知事の各免許がある）は、業況の低迷と経営者の高齢化を背景に廃業するケースがみられ、ピーク時の４年度を100とする指数推移では、23年度に86.7（大臣91.5,知事86.6）に低下しており、全国で123,922の事業所が存在する。このうち、本店所在地が大阪府内である業者は12,543（大臣341、知事12,202）あり、全国の総数の10.1％を占め、東京都に次いで業者が多い地域である。
取引業は駆け込み需要の反動減から改善の動きも
大阪府における６月の新設住宅の着工戸数は、４月の前年比36.4％増（全国3.3％減）、５月の前年比26.8％減（全国15.0％減）から前年比8.4%増（全国9.5％減）となり、持家（22.2％減）と分譲（37.0％減/マンション51.7％減、一戸建て12.0％減）の減少率が大きい一方、相続税増税対策として賃貸マンションの建築が進み、貸家は113.5％増であった。持家や一戸建て分譲は２月以降、前年比マイナスで推移し（国土交通省「建築着工統計調査」）、消費税増税による消費者心理や価格上昇の影響を見極める事業者の動きのほか、20％増ともいわれる資材価格の高騰及び資材や人材の不足による建築の遅延の影響が一部に生じた。

近畿レインズ（公益社団法人近畿圏不動産流通機構の不動産物件の情報交換システム＝Real Estate Information Network System）によると、府内の６月のマンションの成約平均価格は1,879万円で、前月比0.4％増、前年比6.2％増となり、件数は前月比11.8％増、前年比9.4％減となった。戸建住宅の成約平均価格は1,789万円で、前月比2.2％増、前年比3.8％減、件数は前月比８％増、前年比3.3％減となり、５月の落ち込みから６月はやや戻している。全般的に、成約及び新規の登録件数は、土地、新築戸建、中古マンション、中古戸建のいずれも増加傾向の一方、物件の平均価格は横ばいか微減となっており、収益面ではやや厳しい状況が続いている。

住宅の取引需要は、リーマンショック以降の景気低迷と東日本大震災による工期の遅延や消費者の心理的要因の影響を受け、売買、仲介、賃貸のいずれも伸び悩んでいたが、売買や仲介については、25年の夏頃から26年２月頃まで消費税増税前の駆け込み需要がみられた。増税前後の３月から５月にかけて反動減で需要が一旦落ち込み、事業者によっては売買と仲介の販売実績が半減する状況に至ったケースもみられたが、６月以降、需要が、駆け込み前の水準に戻った事業者もみられた。販売価格は、リーマンショック後の水準からみて、15～20％程度上昇した事業者もある。
上記の推移について、景気の回復傾向が進んだことのほか、大企業を中心とする賃金や賞与等の増額、住宅の取得を促進する税制優遇政策や低金利の継続、また、市が実施する持家取得費用の一部助成制度、地域の教育インフラの整備や水準の向上、単身高齢者のワンルームマンションなどへの住み替えなどが景気回復の影響を後押しする効果があった点を指摘し、消費税増税の影響が限定的であったと考える事業者もみられた。中小不動産業者の取引を下支えしているのは、主に、新規に住宅を購入する20歳代後半から40歳代のサラリーマンなどだが、中小企業の賃上げがやや抑制的であることから、全般的な動きには至っていない。
賃貸業は需要がやや持ち直す動きもみられる
賃貸住宅は消費税非課税なため、取引ほどの変動はみられず、マンション･アパートとも、件数は前年比プラスで推移する一方、賃料は横ばいか微減で推移している。入居率は、築年数が新しいほど高く、古い物件では６～７割程度にとどまるが、企業や病院の寮向けなどの一棟貸しの需要は比較的安定して推移している。
貸事務所は、大阪市内の中心部では企業の景況感の回復を受け、人員増や利便性の向上、老朽化した自社ビルから耐震性に優れる賃貸ビルへの移転などの目的による賃貸需要が伸び、空室率が低下した。ビジネス地区（梅田、南森町、淀屋橋・本町、船場、心斎橋・難波、新大阪）の４～６月期の空室率は、9.45％から8.89％へと2009年5月以来の8％台に改善した。賃貸需要が伸びた一方、坪当たりの平均賃料は４～６月期に１～３月期の11,198円から11,158円に下がったが、前月からの下げ幅が縮小し、大型開発による新規ビルの開業・供給が一巡することを受けて、業界では下げ止まる可能性も想定している（三鬼商事）。しかし、中心部以外の地域における事業用物件の需要は、事業用が消費税の課税対象であるほか、店舗や事務所等の開設や移転の意欲が乏しく、やや低調に推移している。
大手事業者の地域参入が中小事業者の業況に影響

　人口減少、事業所の首都圏への移転や小規模事業所の開設や移転の意欲の乏しさなどから、住宅用と事業用のいずれの市場も縮小する傾向がみられる。こうした背景を受けて、近年、大手不動産業者の地域への参入が進み、業者間の競争が激化している。大手業者の地域への参入は、物件や立地環境のイメージを向上する効果がみられる一方、消費者や事業者の中小事業者離れをもたらしている。物件の価格や質に対する見極めは、取引、賃貸とも厳しく、契約までの期間も1ヶ月程度と従来よりも長くなっており、契約実績が、継続的な取引に結びつかないケースもみられる。
今後の見通し

地域に根差す事業であるため、景況感に地域差がみられるが、全般的に販売状況の大幅な悪化はみられず、景気の回復、住宅取得促進政策の継続と拡充などの影響により、消費税増税の影響は限定的である。今後、27年10月の10％への消費税増税に伴う価格改定を視野に入れた販売戦略の取組の進展が予想されるが、中長期的には、需要の伸びが期待しにくい中で、収益の確保に向け、営業拠点や事業体制の適正規模化に取り組む事業者もある。一方、大手企業の地域への参入が進むほか、外国人対象の仲介事業に注力するところもあり、事業者の規模間競争の激化や潜在的な需要の開拓が進展することが予測される。

賃貸住宅では、資金調達力がありマンションの建設計画を持つ事業者もみられるが、建設資材の高騰や建築期間が長期に及ぶため、建築後の需要予測が困難なことから、慎重に判断したいとする事業者もある。
（天野　敏昭）
[image: image1.emf]大阪府内の不動産業の事業者数及び従業者数                                           （単位：％ 、人 ）  

   事業所  構成比  従業者数  構成比  1 事業 所 当り   平均従業者数  

全産業    5 , 453 , 635  －  55 , 837 , 252  －  10.2  

不動産業（全国） （注）   344,057  －  1,138,503  －  3.3  

不動産業（大阪府）（注）   34,617  100.0  125,015  100.0  3.6  

 不動産取引業  5 , 975  17.3  30 , 417  24.3  5.1  

  管理 , 補助的経済活動を行う事業 所  6  0.0  119  0.1  19.8  

  建物売買業，土地売買業  1 , 516  4.4  11 , 666  9.3  7.7  

  不動産代理業・仲介業  4 , 453  12.9  18 , 632  14.9  4.2  

 不動産賃貸業・管理業  28 , 642  82.7  94 , 598  75.7  3.3  

  管理，補助的経済活動を行う事業所  24  0.1  96  0.1  4.0  

  不動産賃貸業 ( 貸家業，貸間業を除く )  4 , 795  13.9  18 , 858  15.1  3.9  

  貸家業，貸間業  13 , 669  39.5  36 , 594  29.3  2.7  

  駐車場業  5 , 446  15.7  12 , 623  10.1  2.3  

  不動産管理業  4 , 708  13.6  26 , 427  21.1  5.6  

資料：総務省統計局「 平成 24 年経済センサス－活動調査 」   （注）不動産業のうち格付不可能な数値を除く 。  


[image: image2.emf]不動産業の法人企業統計 （当期末） の推移       （単位： 社、百万円、人 ）  

 17 年度  18 年度  19 年度  20 年度  21 年度  22 年度  23 年度  24 年度  

母集団  284,693  288,638  293,330  297,586  299, 818  301,005  302,939  304,000  

売上高  34,499,671  33,858,648  37,094,649  38,667,119  40,976,404  36,631,517  35,712,374  32,681,659  

売上原価  19,490,053  17,949,128  21,372,156  22,812,539  23,581,529  20,019,966  18,442,802  17,700,409  

販売費及び一般管理費  11,869,867  12,169,666  11,635, 592  12,461,387  13,594,512  12,183,062  13,084,797  11,730,321  

営業利益  3,139,751  3,739,854  4,086,901  3,393,193  3,800,363  4,428,489  4,184,775  3,250,929  

従業員数  769,461  630,822  654,481  751,719  698,568  653,798  728,358  675,606  

資料： 財務省財務総合政策研究所「法人企業統計調査」  
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